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公告

　令和４年１月24日、長野県梓川土地改良区の定款変更を認可しました。

　　令和４年１月31日

	 長野県松本地域振興局長　草　間　康　晴

農地整備課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定により許可した次の開発行為に関する工事が完了しました。

　　令和４年１月31日

	 長野県佐久建設事務所長　中　田　英　郎

１　許可番号

　　令和３年８月24日　長野県佐久建設事務所指令３佐建第66－８号

２　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　佐久市岩村田字西曽根59－１、60－14の内、61－１、61－14 の内、61－27

３　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　佐久市岩村田3369－18

　　　Ｋ'ｓオフィス　代表　黒　澤　周　一

都市・まちづくり課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定により許可した次の開発行為に関する工事が完了しました。

　　令和４年１月31日

	 長野県長野建設事務所長　吉　川　達　也

１　許可番号

　　令和３年12月14日　長野県長野建設事務所指令３長建第93－18号

２　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　上高井郡小布施町大字都住字立場470－２

３　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　長野市川中島町原483－１　トーラスＨＡＲＡ104

　　　月　岡　純　希

都市・まちづくり課

公告

　次のとおり企画提案公募（プロポーザル）に付します。

　　令和４年１月31日

	 長野県教育委員会教育長　原　山　隆　一

１　企画提案公募に付する事項

　(1) 業務名

　　　令和４年度長野県立高等学校等における外国語指導助手（ＡＬＴ）派遣業務

　(2) 業務内容

　　　仕様書によります。

　(3) 履行期間

　　　令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

　(4) 履行場所

　　　仕様書によります。
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２　企画提案公募に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当する者であることとします。

　(1�)	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号）第120条第１項の規

定により入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2�)	長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事

監理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成

30年長野県告示第588号）のその他の契約の等級がＡに区分されている者であること。 

　(3�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け 22管第285号）に基づく入

札参加停止を受けている期間中の者でないこと。

　(4�)	長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴

力団関係者でないこと。

　(5�)	法人にあっては県税、消費税及び地方消費税、個人にあっては県税、消費税、地方消費税及び個人住民税（個人の市町村民税・

県民税）を完納していること。

　(6) 労働保険、厚生年金保険及び健康保険に加入する義務がある者にあっては、これらに加入していること。

　(7) 外国語指導助手（ＡＬＴ）配置に係る地方自治体等からの受託実績を有していること。

３　選定方法及び審査基準等

　�　令和４年度長野県立高等学校等における外国語指導助手（ＡＬＴ）派遣業務に係る公募型プロポーザル募集要領（以下「募集要領」

という。）によります。

４　参加申込書及び企画提案書の提出場所並びに問い合わせ先

　　長野市大字南長野字幅下692－２

　　長野県教育委員会事務局学びの改革支援課

　　電話　(026)235－7435

５　参加申込書等の提出期限及び方法 

　(1) 提出期限　令和４年２月７日（月）午後５時

　(2) 提出方法　持参又は郵送によります。

６　企画提案書等の提出期限及び方法

　(1) 提出期限　令和３年２月15日（火）午後５時

　(2) 提出方法　持参又は郵送によります。

７　その他

　　詳細は、募集要領及び仕様書によります。

８　Summary

　(1) Nature of the service to be procured:

　　　�Outsourcing of English language instruction by ALTs at Nagano Prefectural High Schools and Nagano Prefectural 

Special Needs Schools.

　(2) Contract duration:

　　　From April 1, 2022 until March 31, 2023.

　(3) Deadline and location to submit expressions of interest:

　　　Deadline: 5:00pm, February 7, 2022

　　　Location: Learning Advancement Support Division, Nagano Prefectural Board of Education

　　　　　　　　692-2 Habashita, Minami-nagano, Nagano City, Nagano Prefecture, Japan.

　　　Method of delivery: By mail or in-person.

　(4) Deadline and location for proposal submissions:

　　　Deadline: 5:00pm, February 15, 2022

　　　Location: Learning Advancement Support Division, Nagano Prefectural Board of Education

　　　　　　　　692-2 Habashita, Minami-nagano, Nagano City, Nagano Prefecture, Japan.

　　　Method of inquiry: By mail or in-person.

学びの改革支援課

公告

　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第５条の３第１項に規定する講習会を次のとおり開催します。

　　令和４年１月31日

	 長野県公安委員会
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令和４年（2022 年）１月 31 日発行（毎週月・木曜日発行。ただし休日の場合は翌日）
発行　長　野　県　〒 380-8570（専用番号）長野市大字南長野字幅下 692 の 2　電話 026（232）0111

生活安全企画課

１　講習会の種別及び受講対象者

講習会の種別 受　　講　　対　　象　　者

経験者講習
　長野県内に住所を有する者で、銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第１号の規定による猟銃若しくは
空気銃の所持の許可を受けようとするもの（現に同号の規定による許可を受けて猟銃又は空気銃を所持し
ている者に限る。）又は同法第７条の３第２項の規定による許可の更新を受けようとするもの

２　講習会の開催の日時、場所及び定員

開　催　日 時　間 講習会場 場　　　　　　　　所 定員

３月２日（水）

午後１時
か　ら

午後４時
ま　で

飯田会場

飯田市追手町２丁目678番地
　飯田合同庁舎

【新型コロナウイルス感染防止のため中止又は会場や
定員変更となる場合あり】

45名

３　講習科目及び時間数

講　習　科　目 時間数

猟銃及び空気銃の所持に関する法令 ２時間

猟銃及び空気銃の使用、保管等の取扱い １時間

４　受講手続

　(1) 受講の申込み

　　�　受講しようとする者は、猟銃等講習受講申込書（以下「申込書」という。）に必要な事項を記入し、写真（提出前６月以内に撮

影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の長さ 3.0 センチメートル、横の長さ 2.4 センチメートルの写真で、裏面に氏名及び撮

影年月日を記載したもの）を添えて、住所地を管轄する警察署に申し込んでください。

　(2) 申込書の受付期間

　　�　受けようとする講習会の開催日の前月の初日から当該開催日の５日前の日まで（長野県の休日を定める条例（平成元年長野県条

例第５号）第１条第１項に規定する県の休日を除きます。）とします。ただし、定員に達した場合は、当該受付期間内であっても

申込みを締め切ります。

　(3) 受講手数料

　　　受講手数料3,000円は、長野県収入証紙（申込書に貼り、消印はしないでください。）により納付してください。

５　その他

　(1) 受講当日は、筆記用具を持参してください。

　(2) 受講についての問い合わせ及び申込書の用紙の請求は、最寄りの警察署に行ってください。

　(3) この講習の実施に際して収集する個人情報は、この講習のために必要な範囲でのみ利用します。

　(4) やむを得ない事情により、講習会の中止又は開催日時、場所等が変更となることがあります。


